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1916年の創立以来、日本化薬グループはファ

インケミカル技術をベースに火薬、染料、医薬、

農薬、機能性材料、触媒、自動車安全部品と次々

に新しい事業に挑戦し、現在の事業基盤を築き

上げました。経営資源を最大限に活用すること

で常に自らを革新し、変化する時代のニーズに応

えることで成長を続けてきました。

当社グループは、成長分野を「情報通信」「医療」

「安全」と定め、これらの分野にさらなる経営資

源を集中させています。2006年創立90周年を

迎え、統合研究棟を建設、さらに、プロジェクト

制を導入し、グループ内に蓄積された多様な技

術の融合を促進していくとともに、社外とのアラ

イアンスも積極的に進めています。当社グルー

プは、誠実な企業姿勢を基本に、研究開発のスピ

ードアップを図ることで、グローバルなニッチ市

場で存在価値を発揮し、継続的な成長を続けて

いきます。

※一部の会社情報に関し、2006年5月末以降の情報を開示しています。
※将来の業績に関する記述は、これを保証するものではなく、不確実性や
リスクを内包するものです。経営環境の変化などにより異なる可能性
があります。
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売上高

営業利益

税金等調整前当期純利益

当期純利益

純資産*

1株当たり純資産（円）

1株当たり当期純利益（円）

2004年5月期

128,016

10,097

8,941

3,926

100,207

550.12

21.22

2002年5月期

119,435

9,384

7,309

2,630

96,248

527.61

14.42

財務ハイライト（連結）

■ 売上高
■ 営業利益

■ 純資産
■ 1株当たり純資産

（百万円）

（百万円）

（百万円）

（単位：百万円、１株当たり数値除く）

■ 税金等調整前当期純利益

■ 当期純利益

■ 1株当たり当期純利益

（円）

2003年5月期

123,431

9,697

7,643

2,780

96,204

527.93

14.92

（円）

（右目盛）

2002 2003 2004 2005

2005年5月期

134,205

10,166

10,404

5,315

103,810

570.31

28.87

2006
（年5月期） （年5月期）

（年5月期） （年5月期）

A N N U A L  
R E P O R T  

2 0 0 6
2006年5月期

140,026

13,219

18,629

9,641

127,030

634.51

52.92

2002 2003 2004 2005 2006

2002 2003 2004 2005 2006 2002 2003 2004 2005 2006

*2002年5月期から2005年5月期の純資産には、少数株主持分を含めていません。
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2006年5月期（2005年度）の連結業績は、増収・増益を果たしました。

当期、日本化薬グループの売上高は、1,400億2千6百万円と、前期に比べ58億2千1百万円増加

し、過去最高額となりました。営業利益は、売上の増加、コストダウン等により、132億1千9百万円

と、前期に比べ30億5千3百万円増加しました。当期純利益は、与野社宅跡地の売却益等もあり、

96億4千1百万円と、前期に比べ43億2千5百万円増加しました。

事業別に見ますと、機能化学品事業は、半導体封止材用エポキシ樹脂、インク

ジェットプリンター用色素、液晶ディスプレイ用シール剤、プラズマディスプレイ用フ

ィルム等が好調に推移し、セイフティシステムズ事業では、シートベルトプリテンシ

ョナー用マイクロガスジェネレータが国内、海外ともに好調に推移しました。医薬事

業は、がん関連の新製品が順調に推移したほか、自製化等によるコストダウン等を

行いました。化学品事業は、繊維用染料が好調に推移したことにより、前期並の

利益を確保しました。

成長市場の選択と集中、そして技術や人材の融合によって、
グローバルなニッチ市場での成長を図ります。

日本化薬グループのように、新事業・新製品の創出に永年の歳月を要する製造

業は、中長期ビジョンを持つ必要があります。私たちはここ数年、事業の集中と選

択を進めてまいりましたが、一方で、多くの事業を手掛け適切な企業集団を形成

していくことが成長の重要な戦略であると位置づけております。各事業が有する

基盤技術や特許、生産技術やノウハウの融合を図ることで、新たな展開を生み、

日本化薬だからこそ出来る新事業・新製品の創出を加速するためです。

日本化薬グループは、ニッチ市場をターゲットに、社内外の技術の融合を武器と

して事業戦略をスピーディーに実行することを基本戦略としています。私たちは、「情報通信分野」

「医療分野」「安全分野」を成長市場と定め、企業規模に合った効率的な事業展開を図るとともに、

各分野の技術の融合を図ることで、グローバルなニッチ市場での発展、成長を目指していきます。

｢情報通信分野｣「安全分野」を重点分野とする｢機能化学品事業｣および「医療分野」を重点分野

とする「医薬事業」を成長促進事業に位置づけ、経営資源を重点的に集中させてスピード感ある

2

社 長 メ ッ セ ー ジ

グローバルなニッチ市場における発展・成長を目指して、
全社的な技術や人材の融合を図りました。
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研究開発で発展、成長を目指してまいります。また、「化学品事業」を安定収益事業と位置づけ、

コストダウンの徹底や市場ニーズに応える新製品の導入により、安定的な利益の確保を目指します。

タテ組織の壁を超え、課題をスピーディーに解決するため、
プロジェクト制度を導入しました。

会社は常に厳しい競争にさらされています。この競争に勝つためには、解決すべき課題を的確

に発見し、その課題をスピーディーに解決することが最も重要です。このためには、従来のタテ型

の組織運営だけでは不十分であり、実際の業務遂行に則したヨコの連携を推進するプロジェクト

制度を導入しました。プロジェクト制度によって、タテ系列である業務組織の壁を越え、各部署か

ら集まった実務担当のチームメンバーが、情報を共有し、知恵を結集し、自由にスピーディーに仕

事を進めていくことができる会社を目指します。

企業の社会的責任を果たし、企業価値の最大化を図っていきます。

日本化薬グループは、企業の社会的責任を果たすために、環境・安全・品質を経営の根幹の

一つに位置づけ、環境安全経営の強化に取り組んできました。また、コーポレート・ガバナンスや

内部統制システムを強化し、コンプライアンスの徹底に努めるとともに、タイムリーかつ公正な情報

開示を行い、経営の健全性・透明性を高めてきました。

今後の日本経済は、景気の緩やかな拡大基調が続くものと考えられますが、米国経済の減速や

原油高など、予断を許さない状況もあります。日本化薬グループを取り巻く事業環境も、引き続き

厳しい状況が続くと考えられますが、今後も、基本戦略のもとに、成長促進事業をさらに伸ばして

いくことにより、企業価値の最大化を図ってまいります。

2006年10月1日

代表取締役社長／社長執行役員

3
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日本化薬は、2005年12月「研究経営委員会」および全社横断的研究開発組織である

「研究開発本部」を新設しました。

さらに2006年4月に、創立90周年の記念事業として「統合研究棟」をオープンし、

全社的な人材と技術の融合による研究開発の強化を図っています。

その背景と、日本化薬の目指す姿について、

研究開発本部長の北澤英俊がご説明します。

2006年4月、統合研究棟がオープン

技術と人材の融合による
新製品開発への挑戦

特集：研究開発

日本化薬の事業の変遷

日本化薬は2006年で創立90周年を迎えましたが、その長い

歴史のなかで、時代の趨勢に対応しながら事業領域を広げ、そし

て事業構造を変えてきました。戦前および戦後の復興の時期はエ

ネルギー需要を満たすべく火薬事業を主力とし、その後染料事

業、医薬事業、農薬事業、樹脂事業と事業を立ち上げてきました。

さらに日本経済の成長とともに、世の中ではグローバルな経済環

境に対応することを迫られ、ＩＴやバイオ等を中心とした激しい技

術革新が起こってまいりました。そのような中で当社は、事業と

しては携帯電話、薄型テレビ、ＤＶＤ、インクジェットプリンター

関連などの電子情報、表示用の材料に関連した機能化学品事業を

中心的な事業とし、またアクリル酸製造用触媒や光学機能性フィ

ルムなどにも事業を拡大し、さらに自動車安全部品であるインフ

レータやマイクロガスジェネレータ等の事業も成長させてきま

した。そしてこの間に、当社はこれらの事業を支える多種多様の

技術を中心とする知的財産を蓄積してきました。

現在はグローバル化が加速する中で、ニーズが多様化し個性的

な製品が求められ、しかも製品サイクルが極めて短く、製品開発

のより一層のスピード化が求められています。ですから、単一の

技術だけでは製品開発は不可能に近く、より技術を複合化してい

く必要があります。顧客ニーズに応えるとともに独創性を有し、

しかも市場性のある製品開発を進めることが肝要です。

研究開発本部長　
北澤英俊
代表取締役専務執行役員
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S P E C I A L  F E A T U R E

研究開発体制の改革

このような観点から、当社は2004年8月の機構改革により、

「情報通信」「医療」「安全」の3分野において、技術融合を武器にニ

ッチ市場で成長を目指し、市場ニーズにスピーディーに応えられ

る機動的な事業組織に再編しました。

さらに、当社の総合力を発揮するために、2005年12月に「研

究経営委員会」および全社横断的研究開発組織である「研究開発

本部」を新設しました。これにより、全社的な研究開発強化を目

的として研究開発体制を見直し、次の課題の遂行を図ることにし

ました。

①経営戦略や事業戦略と整合性のとれた研究開発戦略や知的財

産戦略の構築による技術経営の強化

②産官学との連携を含めた社内外の技術融合の推進および先端

技術の取り込みによる新事業、新製品の創出

③次世代基盤技術の強化による他社との差別化技術の構築

研究経営委員会の新設

当社はこれまで、それぞれの事業の範囲でそれぞれの課題に対

して研究投資をしてきました。それぞれの事業研究の加速には役

に立ってきましたが、全社的なシナジーには有効でなく、資源投

資が分散化する傾向にあり、結果として縦割りの弊害の見えるこ

ともありました。そこで、社長を委員長とする「研究経営委員会」

を新設し、全社的な研究開発戦略と研究開発方針を策定する仕組

みをつくりました。研究経営委員会では役付執行役員および研究

所長等を委員として、全社の研究開発戦略や方針を議論し策定し

ます。

研究開発本部の新設

経営資源と研究開発機能を集約統合するために、2005年12

月に「研究開発本部」を新設しました。研究開発本部は機能化学

品研究所、医薬研究所、セイフティシステムズ開発研究所、アグロ

研究所の4研究所と研究企画部、知的財産部を統括します。また

同時に事業およびマーケティング機能と協働する仕組みと運営を

行います。機能化学品研究所は機能性材料、電子材料、インクジ

ェットプリンター用色素およびインク、機能性フィルム、気相酸化

触媒等の開発と新規領域の製品開発を担当します。医薬研究所

は抗がん剤を中心とした医療用医薬品分野の開発を、セイフティ

システムズ開発研究所はエアバッグ用インフレータおよびシート

ベルト用マイクロガスジェネレータの開発を、アグロ研究所は化

学農薬および生物農薬の開発を進めていきます。研究企画部は研

究開発戦略の企画とコーポレートテーマなどの横断的な研究開

発プロジェクトの運営を行います。また、知的財産部は全社の知

統合研究棟全景
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的財産戦略の構築と情報機能の強化を行います。さらに、医薬事

業本部に医薬開発本部を新設することで臨床開発関連組織を集

約し、医薬研究所と連携のうえ、開発テーマや市販後臨床試験の

速やかな進捗を図ります。

統合研究棟のグランドオープンと融合・連携の促進

創立90周年の記念事業として、東京事業区（東京都北区）に「統

合研究棟」を竣工、2006年4月12日にグランドオープンしまし

た。東京事業区には、以前から医薬関連の研究施設が存在してい

ましたが、統合研究棟の竣工により、様々な分野の研究者が一堂

に集まり交流することで、化学・電気・電子・材料工学・医薬など

の技術が融合し新規事業創生につながる新技術が生み出される

とともに、連携や融合の風土をつくり上げていく基地としての役

割が期待されます。新設された統合研究棟では機能化学品研究

所、医薬研究所の所長および所長室、研究企画部、知的財産部が

１つの大部屋に集まり、研究開発マネージメントの融合を図る場

としています。

基盤技術と重点製品領域

当社の基盤技術の源泉は源流製品に基づく「火薬」｢染料｣「医

薬」というファインケミカル技術にあり、それに農薬が加わり、さ

らに半導体封止剤用エポキシ樹脂分野へ進出することで技術の

幅が拡大しました。ファインケミカル技術で培った低分子化合物

の合成技術をベースとした重合反応による高分子化合物の設計・

製造へと技術を展開し、現在の当社の牽引役である機能化学品事

業の基礎を築いてきました。これは、高分子化合物の原料である

アクリル酸、メタクリル酸モノマーの生産技術として気相酸化触

媒の開発にもつながりました。一方、火薬の点火技術の応用は、

自動車安全部品のインフレータ事業の立ち上げにつながり、染料

の合成技術はインクジェット用色素やデジタルカメラ等のカラー

フィルター用色素や液晶プロジェクタ等偏光板の色素等の機能性

基盤技術と重点領域

源流製品 火薬類
染料・化成品
医薬
農薬
樹脂

＜材料技術＞
分子・粒子設計
機能設計
ナノテクノロジー

＜加工・プロセス技術＞
火薬製造
色素製造
樹脂製造
分散加工
フィルム加工
気相酸化反応
医薬製造
医農薬製剤

基盤技術
＜システム化技術＞
制御
組立

＜評価技術＞
物性・機能評価
危険性評価
生理活性・薬理評価
安全性・毒性評価
分析・解析
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色素事業に拡大してきました。現在の当社の基盤技術と重要製品

クラスターは上図のとおりです。

今後、これらの技術を強化・拡大する一方、各種技術が融合・

複合することにより新たな基盤技術を創出していきます。

全社横断研究開発テーマとプロジェクト運営

従来の事業主導型研究開発テーマに加えて、全社的な横串を通

したＲ＆Ｄプロジェクトをさらに推進していきます。具体的には、

現在8件のコーポレートテーマ（機能化学品関連4件、医薬関連

3件、火薬関連1件）が進行中で、早いものは2～3年後にビジネ

スとして軌道に乗せていく予定です。また、数年前から「ナノテク

ノロジー」を切り口にした全社の関連技術の交流と情報交換を目

的にした「ナノテク・プロジェクト」を実施していますが、これをよ

り強力に推進し、樹脂複合材、超微粒子、医薬および農薬の製剤、

分析技術、無機・有機ハイブリッド材料、インフレータ用ガス発生

剤、新規触媒等の開発に活かしていきます。

次世代を担う事業として注力する研究開発テーマ

情報通信分野では産業用インクジェットプリンター用色素、Ｍ

ＥＭＳ（マイクロ・エレクトロ・メカニカル・システム）関連デバイ

ス、ポリイミド・ポリアミド等の高機能樹脂、高機能光化学フィル

ム、高耐久触媒等に注力し、医療分野では高分子ミセル型ＤＤＳ

（ドラッグデリバリーシステム）製剤、また安全分野では自動車エ

アバッグ用次世代型ガス発生剤および半導体ブリッジ方式（ＳＣ

Ｂ）の次世代型スクイブ等の開発に注力しております。さらに、新

たな重点分野として、「新エネルギー」分野についても、当社が現

在保有する技術を活用できる成長領域として期待しています。具

体的には色素、電解質、シール材、接着剤等の技術を融合した色

素増感太陽電池の開発や燃料電池関連などのテーマで、関連企業

や大学との連携を含めて事業化に向けた開発を進めています。

今後も、企業規模に合ったグローバルニッチ市場をターゲット

に、技術と人材の融合を図ることで、新製品の売上比率を高め、

継続的な企業成長を図っていきます。

S P E C I A L  F E A T U R E

半導体封止用材料
回路基板用材料
接着・粘着・シール材料
機能性色素
記録用材料
機能フィルム
光学材料
コーティング材料
MEMS材料
気相酸化触媒
医薬（抗がん剤）
診断薬

重要製品クラスター
重点領域

情報通信

医療

安全

（新エネルギー）

自動車安全部品
農薬
染料
火薬

特集：研究開発
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8

社内外の技術融合を図り、『情報通信分野』を中心に

スピーディーに新製品を投入し、グローバルなニッチ市場で、

ナンバーワン・オンリーワンを目指します。

2006年5月期は液晶テレビ、プラズマテレビなどに代表されるデジ

タル家電や携帯電話等の需要拡大により電子情報材料事業等が好調に

推移しました。一方、原油高騰に端を発した原材料価格の高騰により利

益面では厳しい事業運営を強いられましたが、機能性材料事業を中心に

製品価格の修正に取り組むと共に、全社を挙げてコストダウンに努めて

きました。

今後も短期的な調整局面があるものの、中長期的にはこの成長トレン

ドは続くと判断しています。当社は引き続き「情報通信分野」を成長分野

と位置づけ、経営資源の集中を図っていきます。絶え間なく新製品をユ

ーザーに提供すると共に、技術トレンド、市場動向に沿った新しい事業

を育成し、事業拡大を目指します。

世界トップシェアの半導体封止材用エポキシ樹脂では、従来の主力製

品であったEOCNに代わる新規エポキシ樹脂として開発に注力してきた

NC-3000が環境対応型エポキシ樹脂として封止材分野に留まらず、積

層板その他の分野でも市場で認知され急速に拡大しているため、供給体制を整備し

ました。

RC樹脂をベースとするレジストインキ用樹脂では、今後の急拡大が期待される

FPC（フレキシブル基板）向けに研究・開発をシフトし、エポキシ樹脂と同様に環境対

応型の製品を市場に投入して来ました。一方、レジスト用モノマー群も液晶テレビ等

のFPD（フラットパネルディスプレイ）分野に拡大を計ってきました。RC樹脂は、新

たな用途開発を計りながら事業拡大に取り組みます。

ポリイミド・ポリアミド等の新規樹脂は、FPCを中心に「より川下化を目指した新た

な用途開発」に取り組み、拡大を計ります。

中国無錫市の化薬化工（無錫）有限公司（KCW）はプリント基板向けレジストインキ

用樹脂に加えて、中国国内で急拡大している各種コーティング用樹脂の生産・販売に

着手し、順調に実績をあげつつあります。今後も成長を続ける中国市場でさらなる事

業拡大に努めます。

機 能 化 学 品 事 業

機能化学品事業本部長　　
下宮敬三
取締役常務執行役員

新製品、新規事業により、事業を一層拡大

機能性材料事業関連は、環境対応製品が拡大機能化学品事業本部長　　
下宮敬三
取締役常務執行役員
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インクジェットプリンター用色素は優れた新製品の開発上市

により大幅な売上拡大が達成できました。今後も印刷機メーカ

ー、プリンターヘッドメーカーと協同で民生用、産業用各種イ

ンクジェットインキの開発を推進し、更なる事業拡大を目指し

ています。

FPD用各種フィルムも大きな伸びを示しました。主力のプラズ

マテレビ用前面フィルムは日本化薬のコア技術である色素技術と

樹脂技術を融合し、ユーザーとの密接な連携により開発・上市さ

れたものです。塗工技術についても試作・生産ラインが8月に完

成したことにより新製品開発を加速させながらフィルム事業の拡

大を図っていきます。

LCD（液晶ディスプレイ）関連、光学、情報記録関連の新製品も

厳しい市況にもかかわらず、順調に上市を実施してきました。DVD

ディスク関連材料は市場の拡大と共に激しい価格競争に見舞われ

ましたが、徹底したコストダウンと製品の差別化により記録型

DVD関連材料のトップシェアを維持しています。

次世代DVDディスクは異なった方式（HD DVD、BR DVD）

での開発が進められています。当社は、ユーザーとの連携を深め

つつ両方式に対応した製品の市場投入を始めています。

液晶シール材は順調な伸びを示しました。特に熱硬化型は中小

型パネル向けを中心にさらなる高性能化の要求が強く当社の技術

の優位性が評価される結果となり一段とシェアが高まりました。

一方、UV硬化型はユーザーへの採用も決まり今後は本格的な拡

大が期待されます。

連結子会社（株）ポラテクノは中小型偏光板事業と液晶プロジェ

クタ用光学部材を中心に順調な事業展開を進めています。特に、

米国モクステック社の無機系偏光板「ProFluxTM」は、高精細型リ

アプロジェクションTVへの搭載が始まり今後の拡大が期待され

ます。

MEMS（マイクロ・エレクトロ・メカニカル・システム）用レジ

ストの開発・販売を行っている化薬マイクロケム（株）は、新製品

の上市もあり順調に推移しています。また、シリコンウエハー上

にMEMS用レジスト樹脂を塗布した「レジスト塗布基板」も、好評

を得ています。

独自開発のプロピレン直接酸化法に対応した「アクリル酸製造

用触媒」とイソブチレン直接酸化法に対応した「メタクリル酸製

造用触媒」を製造販売しています。当社の触媒の性能は世界各国

のユーザーから高く評価され、数多くの「アクリル酸」「メタクリ

ル酸」製造プラントで使用されています。

アクリル酸を原料とする紙おむつや生理用品に使われる高吸

水性樹脂（SAP）の市場は世界的に急速に拡大しており、中国を

始め世界各国でアクリル酸製造プラントの新増設が数多く計画さ

れています。これらのプラントに当社の触媒を使用してもらうべ

く積極的なアプローチを進めています。

また、メタクリル酸はプラスチック（アクリル樹脂）の原料とし

て使用され、優れた透明性から、各種ディスプレイ、自動車用テ

ールランプ、水族館の大型水槽や、最近では液晶テレビ、プロジ

ェクションテレビ等の光学部材としてその用途は多方面に広がっ

ており、メタクリル酸製造プラントの増設機運が高まっています。

当社では研究テーマを短・中期テーマと長期テーマに区分し、

それぞれを事業直結型と技術基盤確立型とし、責任体制を明確に

した上で、保有する技術の融合を計り新製品の創出に努めており

ます。また、長期テーマを中心に、大学を始め各種公的研究機関

との共同研究も積極的に進めています。

当社は常にマーケットを想定し、技術ロードマップを作成して

研究開発を進めています。事業直結型研究テーマではユーザーと

の密接な情報交換が必須と考え、積極的にユーザーとの共同開発

に取り組んでいます。また、既に確立した技術、ビジネスの後追

いをするのではなく、常に新しい技術、事業にチャレンジし、自

社の技術に留まることなく、積極的に他社とのアライアンスに取

り組み、事業化を図ります。

9

電子情報材料関連は、情報通信産業の伸びと共に
好調に推移

触媒事業関連は、今後の拡大に期待

社内外での技術融合を進め
新しい技術・事業にチャレンジ
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10

日本化薬の触媒事業の今期売上は、前期比12%増の27億円

で、このうち21億円を海外販売が占めています。アクリル酸やメ

タクリル酸は近年、中国市場では二桁の伸びが続くなど、世界的

に供給がタイトになっています。とくにアクリル酸は、紙おむつ

などの原料となる高吸水性樹脂（SAP）をはじめ、塗料や粘着材・

接着剤などに使われるアクリル酸エステルの需要拡大を背景に、

供給がひっ迫しています。これまで海外販売は、欧米の顧客向け

が中心でしたが、中国での受注獲得に成功し、これを足掛かりに、

中国のほかにインドやブラジルなどの市場にも販売を伸ばす方

針です。

現在、厚狭工場（山口県）には、2系列・年間生産能力700～800

トンの触媒製造設備があり、アクリル酸とメタクリル酸の製造工

程用にそれぞれ2種類、合計4種類の触媒を生産しています。需要

が拡大する中、設備はフル稼働に近いため、年間生産能力500ト

ンの生産ラインを1系列増設し、2007年初頭に稼働させる予定

です。設備が3系列になると、種類の異なる触媒を切り替え生産

する際のロスも減らせるため、最適生産体制を構築し、生産効率

を最大限に高めることが可能になります。さらに、基盤技術と他

の技術を融合することで、アクリル酸・メタクリル酸以外の触媒

への事業拡大も視野に入れています。

2006年3月3日、グループ会社の（株）ポラテクノが、ジャスダ

ック証券市場に上場しました。（株）ポラテクノは、日本化薬と（株）

有沢製作所の合弁会社として1991年に設立。日本化薬は世界有

数の染料メーカーとして、（株）ポラテクノに原材料の一部を供給

しており、同社からは試験研究を受託している関係にあります。

（株）ポラテクノは、液晶パネルの必須部品である「偏光フィル

ム」の製造販売を行っています。自動車のインパネなどに使われ、

高い耐久性が要求される染料系偏光フィルムの分野で強みを発揮

しているほか、電子辞書などに使われるヨウ素系偏光フィルムの

製造も行っています。液晶テレビやパソコンなど、大手メーカー

が参入している大型フィルム市場ではなく、中小型のニッチ市場

に専念する戦略が功を奏しています。また、偏光フィルムに周辺

部材をアッセンブルし、「プロジェクタ部材」として販売、高いシェ

アを誇っています。

さらに、今後の伸びが期待される分野として、LCOS用の無機偏

光板があげられます。LCOSは反射型の液晶デバイスで今後、液晶

リアプロTVの主流となることが予想されるパネルです。（株）ポラ

テクノは、それに使用される超高耐熱無機系偏光板を、「ProFluxTM」

という製品名で、製造・販売し高いシェアを持っています。

2006年4月25日、無錫宝来光学科技有限公司（WPLC）が、環

境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の正式認定証を

受領しました。2005年7月21日、認証取得に向けてキックオフ

し、従業員が一丸となって約9ヵ月で認証取得を実現しました。

WPLCの位置する無錫市は、上海から約128km、江蘇省の南

部・長江三角洲の中心部にあり、商工業が発達した歴史のある地

域です。WPLCは、液晶プロジェクタや車載用液晶ディスプレイ

向けの染料系偏光フィルムで世界No.1のシェアを持つグループ

会社、（株）ポラテクノの子会社として、プロジェクタ部材の組立加

工を行っています。同社は比較的環境負荷の少ない組立加工企業

ではありますが、環境保全に向けた継続的な改善活動のPDCA

（Plan-Do-Check-Action）サイクルが回り始めたことは、大きな

意義があります。省エネや廃棄物削減などの環境保全活動は、コ

ストダウンなどの企業体質強化につながるだけでなく、企業の社

会的存在価値の向上にもつながるためです。

欧米に加え、中国での需要拡大に対応
アクリル酸・メタクリル酸の製造用触媒の生産体制強化

トピックス

液晶パネル関連部材で大きな伸びが期待
連結子会社ポラテクノがジャスダック証券市場に上場

中国の連結子会社WPLCが、環境マネジメントシステムの
国際規格ISO14001の認証を取得

ポラテクノ本社・工場

無錫市にあるWPLCの工場
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■機能性材料事業

エポキシ樹脂、紫外線硬化型樹脂、アクリル系ポリマーなどの

開発・製造・販売を行っています。

主要製品

・エポキシ樹脂（EOCN-1020、EPPN-500、NC-3000、

BREN）

・エポキシ樹脂硬化剤（カヤハード）

・光硬化樹脂（カヤラッド､カヤマー､カヤキュア）

・ポリイミド/ポリアミド樹脂

■電子情報材料事業

光学機能性フィルム、光ディスク用部材、光学部材、インク

ジェットプリンター用色素などの多種多様な電子情報関連材料の

開発・製造・販売を行っています。

連結子会社の（株）ポラテクノは偏光フィルム、液晶プロジェ

クタ用部材などを製造・販売しています。また、化薬マイクロ

ケム（株）ではマイクロマシン用フォトレジストなどの輸出入

を行っています。

■触媒事業

アクリル酸・メタクリル酸の製造用触媒の開発・製造・販売

およびプラントライセンスビジネスを行っています。

ポリイミド樹脂

DVD用接着剤

偏光フィルム

CCD用レジストインキ

液晶プロジェクタ用部材

反射防止フィルム

液晶シール材

反射防止フィルム近赤外線
カットフィルム

半導体封止材用
エポキシ樹脂

硬化剤

顔料分散レジストインキ

レジストインキ用
樹脂

事業領域

11

機 能 化 学 品 事 業
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がん治療に対するニーズは今後ますます高まり、市販されている抗

がん剤の有用性の向上はもちろん、新規の抗がん剤の開発が強く求め

られています。日本化薬は、がん関連製品の創出に経営資源を積極的

に投入し、この分野での事業基盤の強化に引き続き取り組んでいきま

す。特に創薬面では、従来の殺細胞性抗がん剤の研究に加え、社内外

の技術を融合し抗がん剤DDS(ドラッグデリバリーシステム)製剤に重

点指向しスピードアップを図っていきます。また、社内外とのアライア

ンスも積極的に進めていきます。

特に、DDS製剤に関しては、ナノサイズの高分子ミセルに抗がん剤を

包んだ高分子ミセル抗がん剤の開発を推進しています。当社は、高分子

技術とナノテクノロジーを利用したDDS抗がん剤の開発に注力していま

す。

高分子ミセルは、がん細胞が栄養などを取り込むために作り出す血管

(新生血管)の僅かな隙間を通ってがん細胞に到達します。この隙間を通

り抜けられる直径50～150ナノメートルサイズの粒子状の高分子ミセ

ルは、がん細胞に薬剤を届ける運び屋の役割を果します。がん細胞に選択的に抗がん

剤を送り届けることが出来れば、人体への副作用は少なくなり、より高い効果が得ら

れます。パクリタキセル内包の高分子ミセル抗がん剤（NK105）は国立がんセンタ

ーでの第Ⅰ相臨床試験を終え、第Ⅱ相臨床試験へ向けて準備を進めています。さらに、

カンプトテシン活性本体内包の高分子ミセル抗がん剤（NK012）は2006年2月から

国立がんセンターで第Ⅰ相臨床試験を開始し順調に開発が進んでおります。また、こ

の高分子ミセル製造技術を抗がん剤以外の分野で応用することも検討しています。

12

医 薬 事 業

社内外の知的資産の融合とスピードアップにより、

『医療分野』、特に「がん関連分野」で成長を目指します。

新たな抗がん剤の研究・開発に、ナノテクノロジーを応用

医薬事業本部長　
萬代　晃　
取締役常務執行役員
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13

当社はこれまで、抗がん剤に関する研究、開発、生産、販売の

全般にわたり多種多様な情報を蓄積してきました。これらの情報

を活かした効率的な事業運営を行っていくために、新薬の創生は

もとより、製品の導入、共同開発等を積極的に進め、品揃えを強

化します。

現在、国内で20種類の抗がん剤に加え、2種類のがん性疼痛改

善剤、2種類の診断薬を販売しており、新薬開発においても抗が

ん剤に絞り、今後もこの領域での品揃えを強化していきます。

医療機関におけるがんの化学療法は併用療法が一般的に行わ

れており、情報の提供、収集は自社品のみならず抗がん剤全般に

わたる投与法、有効性、副作用など多岐にわたります。治療に役

立つ蓄積された情報を提供しつつ、効率的に事業を展開するため

にも品揃えが必要と考えております。

最近では、2004年に日本イーライ・リリー（株）よりオンコビ

ン、エクザールを、2005年には住友製薬（株）（現：大日本住友

製薬（株））よりカルセド、山之内製薬（株）（現：アステラス製薬

（株））よりジェルパート、メルクホエイ社よりエピルビシン注メ

ルクを導入しました。また、ネオファーム社(アメリカ)からは脳

腫瘍に対する新規抗がん剤NK408を導入し、臨床開発中です。

2006年にはエテルナ・ゼンタリス社（カナダ）より黄体形成ホル

モン放出ホルモン（LHRH）拮抗剤オザレリクスを導入し、現在、

前立腺がんの臨床開発の準備中です。さらに、自社開発・自社製

造のジェネリック抗がん剤であるパクリタキセル注NKを上市し

ました。

今後もがん治療関連製品の導入、共同開発等を積極的に行って

がん関連製品のラインアップを強化していきます。

がん治療は専門医師を中心に高度な知識と情報を有する薬剤

師、看護師がチームを組織して行うようになってきています。

したがって、専門医をはじめ薬剤師、看護師に対し、広く情報

を提供し、ニーズに迅速に応えていく必要があります。そのため

に、DI（ドラッグ・インフォーメーション）の強化をはじめニーズに

かなった講演会、研究会、説明会等の実施、さらには抗がん剤全

般に関する情報提供力と収集力を兼ね備えたがん専門MRの育

成、配置を行っています。

当社は現在500余名のMR有資格者を有していますが、その中

から抗がん剤分野に専門のMR約100名を配置し、ニーズに応え

がん関連製品の品揃えを強化

がん治療に関する情報提供力の強化と専門ＭＲの増強

ています。また、各MRには活動を補完する自社開発ソフトをイ

ンストールしたパソコンを携帯させ、迅速な情報提供と収集が出

来る体制を強化しております。さらに、希望される医療関係者に

直接情報をインターネット配信するMINKwebシステムも構築し

ています。また、10月から一般の方向けに情報を提供する、女

性を応援する乳がんサイト「乳がんinfoナビ」の配信を開始致し

ました。

高崎工場は長年にわたってFDA（米国食品医薬品局）の基準に

適合した抗がん剤の一貫製造を行っており、原薬から製剤まで万

全のGMP(医薬品の製造管理および品質管理に関する基準)体制

を構築してきました。

この長年培った抗がん剤の製造技術を活用し、2003年秋から

製造受託事業を拡大しました。独自の合成及びバイオ技術を融

合させた医薬中間体・医薬用原薬製造、並びに高度な無菌技術を

駆使した注射剤製造まで、医薬品の一貫製造が可能です。特に、

抗がん剤等の高薬理活性を有する物質の製造を得意領域として

います。高薬理活性物質の製造は、GMP管理はもちろんのこと、

他の医薬品に比べて高度なケミカルハザード対策の必要性から、

製造工程管理には特殊な設備、技術及び経験が必要となります。

当社は自社の主力抗がん剤を製造するケミカルハザード対応の

原薬及び製剤製造設備を保有していますが、2003年に高崎工場

（群馬県）にケミカルハザード対応のマルチパーパス（多目的）原

薬製造設備を増強しました。さらに、2007年には世界水準を満

たす抗がん剤注射剤工場を設置し、原薬から注射製剤にいたる高

薬理活性物質の受託製造体制を整備していきます。

原薬から製剤までの一貫した受託製造拡大に向けて、
高薬理活性医薬品製造設備を増強
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2006年6月28日、日本化薬は肺がん治療などに使う抗がん

剤「ランダ注（一般名：シスプラチン）」について、併用療法によ

る「悪性胸膜中皮腫」の効能・効果の追加承認を申請しました。

悪性胸膜中皮腫は、アスベスト（石綿）の吸引が主な原因で発症

するとされており、「石綿による健康被害の救済に関する法律」

と「石綿による健康等に係る被害の防止のための大気汚染防止

法等の一部を改正する法律」が公布されるなど、社会的な関心

も高まっています。日本化薬は、2005年1月24日に厚生労働

省が開催した「第1回未承認薬使用問題検討会」でこの併用療法

が検討され、早期の保健適応が必要であるとしたことを受けて、

追加申請を行いました。悪性胸膜中皮腫による死亡者は、

2004年は833名と報告されていますが、2030年をピークに

今後増大すると見込まれています。

2006年7月7日、日本化薬はジェネリック（後発医薬品）抗

がん剤「パクリタキセル注NK（一般名：パクリタキセル）」を発

売しました。パクリタキセル注NKは、日本化薬のジェネリッ

ク抗がん剤としては、「カルボメルク注射液1%（一般名：カル

ボプラチン）」「塩酸エピルビシン注10mg・50mg“メルク”

（一般名：塩酸エピルビシン）に続く3製品目で、新薬を含む抗

がん剤全体のラインナップは20種類、22品目となりました。

パクリタキセル注NKは、当社にとって初の自社ブランドに

よるジェネリック抗がん剤で、品質を確保するために自社製造

を行っています。また、抗がん剤全般に関する知識を備えた約

100名のがん専門MRを中心に、適正使用情報の提供を徹底

するなど、ジェネリック抗がん剤を安心して使用していただけ

る体制を整備しています。今後も、抗がん剤の研究・開発・生

産・販売の全般にわたって蓄積した情報やノウハウを活かし

て、がん関連分野を中心にした「スペシャリティ&ジェネリック

ファーマ」として事業を展開していきます。

2006年4月20日、日本化薬は「セトロタイド注射用3mg・

0.25mg（一般名：酢酸セトロレリクス）」について、調節卵巣刺

激下における早発排卵防止の効能・効果での製造販売承認を取

得しました。セトロタイドは、ドイツのゼンタリス社が全世界の

開発実施権を持つ薬剤で、欧州・米国をはじめ92カ国において、

早発排卵防止剤として承認・販売されています。

日本では、塩野義製薬（株）と当社が共同で開発に取り組んで

きましたが、ゼンタリス社より同薬を当社が輸入・製造し、塩野

義製薬（株）が販売することで合意し、2006年9月より発売を

開始しました。今後も、塩野義製薬（株）と当社は緊密な協力体

制のもと、高い専門性と特殊な知識を必要とする不妊治療領域

において、セトロタイドが日本の医療に貢献できるよう努めてい

きます。

日本化薬は、肝細胞がんの治療に使う医療材料「ジェルパート」

の発売を開始しました。ジェルパートは、アステラス製薬（株）

の前身である旧・山之内製薬（株）からの導入品で、当社は

2005年5月に同社よりジェルパートの日本国内での開発販売

権を取得しました。

ジェルパートは、直径1mmまたは2mmの多孔性のゼラチン

粒子で、肝細胞がんの治療法のひとつである「肝動脈塞栓（そく

せん）療法」に使用します。この療法は、肝細胞がんに栄養を供

給する血管に、多孔性のゼラチン粒子を詰まらせ、がん組織を

「兵糧攻め」にするというもの。まずカテーテル（医療用細管）を

血管に挿入し、その先端部をがん組織の栄養補給路となってい

る血管まで持って行き、カテーテルを通じてジェルパートを放

出して血管をふさぐことで、数日から数週間にわたって栄養や

酸素の供給を絶ち、がん細胞を壊死（えし）させます。血管を確

実に詰まらせる専門技術が必要なため、専門施設を中心に販売

を開始しました。

ジェネリック抗がん剤「パクリタキセル注NK」を発売
抗がん剤ラインナップは20種類に

不妊治療のための早期排卵防止薬
「セトロタイド」の製造販売承認を取得

肝臓がんを「兵糧攻め」にする医療材料
「ジェルパート」を発売

「ランダ注」の適用拡大を申請
アスベストが原因で発症する「胸膜中皮腫」へ

パクリタキセル注NK
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①

（2006年10月1日現在）

PⅢ

申請中

剤形または
投与経路

薬効分類
（適応症）

国内開発主体
由来

特 徴 ・ そ の 他

自社

東京女子医大

自社

微生物化学研究会

抗悪性腫瘍剤
（固形がん）

注射剤

注射剤
NS75A

（酢酸セトロレリクス）
抗ホルモン剤
（子宮筋腫）

LHRH（黄体形成ホルモン放出ホルモン）
拮抗薬

海外開発。EMEA（欧州医薬品審査庁）から
希少疾患薬としての開発品目指定を取得
（01/03）。後期PII試験実施中。

膀胱内
注入剤

効能追加

NKT-01／スパニジン
（塩酸グスペリムス）

抗悪性腫瘍剤
（膀胱がん再発予防）

共同／塩野義製薬、化薬ゼンタリス

ゼンタリス（独）

自社

サノフィ パスツール（加）

自社

共同／ナノキャリア
高分子ミセル抗がん剤

注射剤 抗悪性腫瘍剤
（卵巣がん）

自社

GSK
効能追加

注射剤

免疫抑制剤
（ウエゲナー肉芽腫症）

高分子ミセル抗がん剤。（独）科学技術振
興機構より基本特許の実施権を取得。
開発対象領域を検討中。

SL-1100（03/12申請）
（エストラジオール） ゲル製剤

卵胞ホルモン剤
（更年期障害）

NK911
（高分子ミセル化塩酸ドキソルビシン）

共同／資生堂

ブザン（仏）

日本初のエストラジオールゲル製剤。
世界61カ国で承認済み

イムシストPMCJ-9
（BCG・コンノート株）

注射剤

抗悪性腫瘍剤

NK211／ハイカムチン
（塩酸ノギテカン）

PⅠ NK105
（高分子ミセル化パクリタキセル）

新製品開発状況

抗悪性腫瘍剤
（脳腫瘍）

注射剤
自社

ネオファーム（米）
新規腫瘍標的抗がん剤。欧州米国で
PⅢ試験中。

NK408
（シントレデキン・ベスドトクス）

抗ホルモン剤
（前立腺肥大）

注射剤
（徐放製剤）

共同／塩野義製薬、化薬ゼンタリス

ゼンタリス（独）
LHRH（黄体形成ホルモン放出ホルモン）
拮抗薬

NS75B
（パモ酸セトロレリクス）

抗悪性腫瘍剤
（固形がん）

注射剤
自社

自社
新規殺細胞性抗がん剤NK314

NK012
（高分子ミセル化カンプトテシン類）

注射剤 抗悪性腫瘍剤
（固形がん）

自社

自社
高分子ミセル抗がん剤

PⅡ

NK292 経口剤
抗悪性腫瘍剤
（乳がん）

自社

自社
新規乳がん治療薬

開発コード／
商品名（一般名）

主要製品

■免疫療法剤
●スパニジン（1994）

■循環器用薬剤
●冠動注用ミリスロール（2001）

●アデール（1999）

●ミリステープ（1998）

●ニトロペン錠（1988）

●ミリスロール（1984）

●ニトログリセリン錠（1953）

■神経系薬剤
●サリグレン（2001）

●ムスカルム（1975）

■その他
●アストリックドライシロップ（2002）

■診断薬
●ラナマンモカードCEA（2002）

●ラナTPオート（2001）

●ラナ1,5ＡＧオートリキッド（2000）

●ラナザイムBFPプレート（2000）

●ラナザイムST-439プレート（1999）

■がんおよび関連薬剤
●パクリタキセル注NK（2006）

●ジェルパート（2006）

●カルセド（2005）

●エピルビシンメルク（2005）

●アイエーコール（2004）

●オンコビン（2004）

●エクザール（2004）

●カルボメルク（2003）

●イムシスト（2003）

●ハイカムチン（2003）

●MSツワイスロン（2001）

●コホリン（1996）

●フェアストン（1995）

●オダイン（1994）

●スタラシド（1992）

●ピノルビン（1988）

●ラステット（1987）

●ベスタチン（1987）

●ランダ（1984）

●ペプレオ（1981）

●ブレオ（1969）

（カッコ内は上市年）

⑥

①

②

③

④

⑤

⑥

⑧

③

②

④

⑤ ⑦

⑧

⑦

ステージ

2006NKja  06.11.16  3:21 PM  ページ15



モータリゼーションが行き渡った先進社会では、自動車衝突時の乗員

の保護および衝突時の歩行者保護の要求は必然の動きといえます。この

要求にこたえる「自動車安全部品」は、今後ますます多様な発展を遂げ、

より多くの安全部品が自動車に装備されるものと考えられます。また自

動車生産についてはBRICsを中心に今後も世界的に伸張を続け、2005

年に約6,200万台の乗用車生産台数が2014年には7,800万台になる

と予測されています。さらに日系自動車メーカーの世界的な伸張に伴

う日系部品メーカーの現地進出･業容拡大が注目されます。

セイフティシステムズ事業部はこの拡大潮流に乗るとともに、長年培

ってきた日系自動車メーカー･一次部品メーカーへの強み･信頼を生か

して事業を大きく伸ばして行きたいと考えています。このために、今後

の方向として（1）新製品の研究・開発、（2）競争力強化によるシェア拡

大、（3）グローバルな事業展開に注力します。

日本化薬は長い歴史に裏打ちされた点火・起爆装置技術を応用展開して、エアバッ

グ用インフレータならびにシートベルト用マイクロガスジェネレータを独自に開発

してきました。この研究･開発力をいっそう強化し、さらには研究組織のグローバル

な視点に立った運営効率化を図ることによって、お客様に魅力のある性能・価格･品

質の新製品を開発･提供していきます。2004年には、新方式の助手席用厚型ディス

クインフレータを上市いたしましたが、さらにこの製品の応用展開を図ります。現在

開発中の側突用小型インフレータについても、早期の完成･上市を目指します。

また､高く評価されているマイクロガスジェネレータについては、点火装置のスク

イブをより信頼性の高い製品へと発展させ、これを使用するマイクロガスジェネレ

ータの競争力を高めます。時代の要請である鉛フリー化・グリーン化も進め、環境に

やさしい製品としていきます。

この他に2009年頃の採用を目指すSCB（半導体ブリッジ）スクイブをはじめ各種

新製品の開発にもいっそう注力していきます。

競争力のある製品とグローバル展開で、

より一層の事業拡大を目指します。

16

セイフティシステムズ事業

研究･開発を強化し、魅力ある新製品を継続的に開発・上市

世界的に急激な伸張が期待される自動車安全部品分野

セイフティシステムズ事業担当　
池田義之
取締役常務執行役員
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拡大基調が続く自動車安全部品分野では部品メーカーのシェ

アマインドが刺激され、極めて厳しい競争状態となっています。

ここで勝ち残っていくために、生産部門・技術部門・管理部門に

おいて徹底したコスト意識を浸透させ、製品改良・工程改善･物流

改善･組織の効率運営を不断に実行するとともに、安全部門・品

質部門の総力を結集して業界でトップの競争力を目指します。ま

た､この競争力によって事業拡大を行っていく考えです。

セイフティシステムズ事業では1999年にチェコにインデット

セイフティ システムズ a.s.（ISS）、2000年には米国にライフ

スパーク Inc.（LS）を設立し、姫路工場（兵庫県姫路市）も含め

て、スクイブおよびマイクロガスジェネレータのグローバル展開

を行ってきました。さらに2006年初旬にニッポンカヤクCZ,

s.r.o.（NKCZ）をチェコに設立し2007年中旬からガス発生剤を

生産する予定のほか、2006年中旬に中国に化薬（湖州）安全器

材有限公司（KSH）を設立し2007年中旬からインフレータおよ

びマイクロガスジェネレータの生産を開始します。これによって

日系自動車メーカーの海外展開に追随していくと共に、グローバ

ルなバックアップ体制をも構築していく考えです。

今後は、イントラネット･インターネット･グローバルデータベ

ースの整備・活用により、グローバルな連絡･分担･支援を活発化

し、連結ベースでの事業全体の売上の拡大と収益力の向上を目指

します。

現在、世界的な自動車生産の拡大に加え、自動車に搭載され

るエアバッグは運転席・助手席をはじめ頭部を保護するカーテ

ンエアバッグやサイドエアバッグ、ニー（ひざ）エアバッグなど

高級車を中心に種類が増えています。また衝突時にシートベル

トを瞬時に巻き取るシートベルトプリテンショナーについても

搭載車種は増加基調をたどる見込みです。これらの安全装置は

増加の一途をたどり市場は拡大していますが、価格競争も激化

しており中国での生産を軌道に乗せることが当社にとっての課

題となっています。

日本化薬はエアバッグを広げるためのインフレータおよびシ

ートベルトプリテンショナーに組み込むガス発生装置マイクロガ

スジェネレータを製造する新会社「化薬（湖州）安全器材有限公司」

（KSH）を上海市南方の浙江省湖州市に設立し、2007年中旬の

本格稼働に向けて工場建設やインフラ整備などを進めています。

これまで日本化薬はインフレータ事業の根幹を担う発ガス剤

を姫路工場のみで製造してきましたが、このたびチェコに新たな

子会社「ニッポンカヤクＣＺ」（NKCZ）を設立することを決定致し

ました。この新会社の工場は当社姫路工場と同等の年間100ト

ンの生産能力を持ち、2007年中旬より生産を開始する予定で

す。チェコでは本格的なインフレータ生産が立ち上がっていない

ため、当面新会社の役割は日本への発ガス剤の安定供給となり

ますが、インフレータ製造の拡大・多角化とともに出荷地域を増

やしていく予定です。

トピックス

グローバル展開による日系自動車メーカーへの
対応力向上

現製品の競争力の強化によるシェア拡大、事業伸張

◆インフレータのメカニズム（仕組み）
インフレータは自動車の衝突時にエアバッグを膨らませるための点火・ガス発生装置
です。
［作動メカニズム］
① 衝突をセンサーが感知し、インフレータに電気信号が流れる。
② インフレータ内のスクイブ（点火具）が作動してガス発生剤が燃焼し、ガスがエアバッ
グに送り込まれる。

◆マイクロガスジェネレータのメカニズム（仕組み）
シートベルトプリテンショナー用マイクロガスジェネレータは、自動車の衝突時にシートベ
ルトを巻き取り、体を固定する装置（シートベルトプリテンショナー）のための点火・ガス発
生装置です。
［作動メカニズム］
① 衝突をセンサーが感知し、マイクロガスジェネレータに電気信号が流れる。
② マイクロガスジェネレータ内のスクイブ（点火具）が作動してガス発生剤が燃焼し、発生
したガス圧力がシートベルトを巻き取る原動力となる。

■エアバッグおよびシートベルトプリテンショナー作動の仕組み

インフレータ

ハンドル断面図 エアバッグ（インフレータを内蔵）

エアバッグ
診断装置 エアバッグが開く シートベルトが

引き込まれる

マイクロガス
ジェネレータ
作動

マイクロガス
ジェネレータ

衝突
センサー

衝突前 衝突後

スクイブ
スクイブ

エアバッグ

シートベルトプリテンショナー
（マイクロガスジェネレータを内蔵）

◆マイクロガスジェネレータ◆インフレータ

中国に自動車用安全部品の製造会社を設立
2007年中旬生産を開始予定

チェコにインフレータ用発ガス剤の製造会社を設立
2007年中旬より生産を開始予定
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化 学 品 事 業

18

アグロ事業は減農薬、無農薬の流れが続き、農薬使用量は漸減して

います。色材事業では染色加工の海外移転の流れは収まらず、国内市

場の縮小が続いています。また火薬事業では公共事業の抑制策が続い

ており、市場は一層小さくなっています。これらに加え最近、原油の

高騰に起因した原料高による利益の圧迫、中国元の高止まりによる輸

入価格の値上がりなどの新たな問題も出てきております。こうした中

で当事業本部は改革による事業構造の変革を通して生き残りを図って

いこうとしています。その基本的な戦略は事業運営を市場の変化に合

わせて変えていくことにあると考えています。具体的に言えばアグロ

では新原体、新製剤の導入と国内市場の開拓、色材では中国市場、世

界市場への進出、火薬ではシェアアップと応用新製品の開発による業

容拡大などがキーになると考え、その実行にまい進してきました。改

革に取り組んで2年が過ぎ、改革の歩みは確実なものとなりつつありま

すが、さらに改革のスピードを上げ変革を確実なものとしていかなけ

ればなりません。

2006年5月期のアグロ事業は、売上げ、利益とも前年に比べ大幅な減少となり、

数値的に大きく悪化しました。しかしこのような結果を招いた主因は過去の負債の

清算にあり、ようやく真の意味での改革の原点に立つことができました。今後は、

この事業の最大の課題である新製品のタイムリーな上市に向けて、自社開発新製品

の開発スピードアップとともに、剤の買収、M&Aなどにも果敢に挑戦していきま

す。2007年5月期は、生物農薬１品と防疫剤１品の2品目の新製品上市を予定し

ています。さらに、国内販売を拡大強化し利益構造を改善し、これを維持、定着さ

せることを優先課題として取り組んでいきます。

色材事業は注力してきた中国事業が大きな進展を見たこと、国内市場が堅調に推

移したこと、コストダウンの効果などもあって久しぶりに増収増益を達成しました。

中国の子会社の無錫先進化薬化工有限公司（WAC）、招遠先進化工有限公司（ZAC）

は生産数量、販売額とも年々拡大を続けています。今後は中国事業の拡大テンポを

改革に取り組んで2年、収益の安定化に向けて、

さらなる改革のスピードアップを推進します。

厳しい市場状況の中、改革を着実に推進

アグロ事業は過去の負債を清算し、今後は新製品をタイムリーに上市

色材事業は増収増益、今後は中国事業のインフラ整備に注力

化学品事業本部長　　
福島良昭　
取締役常務執行役員
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■アグロ事業

農薬などの製造・販売を行っています。

主要製品

●ダイアジノン

●マトリック

●サフロチン

●エビセクト

●シクロサール

●MCPB

●クロールピクリン

●ククメリス

●ラットデン

●シメトリン

●クロピクフロー

■色材事業

繊維用染料、紙用染料などを製造・販売して

います。

主要製品

●カヤロンポリエステル　

●カヤクリルED

●カヤセロンリアクト

●カヤラス　

●カヤシオン

●カヤフェクト

●カヤホールリキッド

●カヤセット　

■火薬事業

爆薬、黒色火薬、火工品などの製造・販売を

行っています。

主要製品

●ダイナマイト　

●含水爆薬

●ANFO爆薬　　

●黒色火薬

●電気雷管

さらに加速させていきます。中国販売は年々50％以上

伸び、ようやく10億を狙えるところまで来ています。

これを機に色材の中国事業を収益の中心にすえた新し

い色材事業展開のマスタープラン作成を急ぎ、これを

達成しなければなりません。そのためのインフラ整備

を急いでいきます。

火薬事業についてはコスト競争力をつけることと差

別化商品を開発することの2点を最優先事項として取り

組んできました。コストダウンについては原材料の見

直し、製法変更等の検討に地道に取り組み、目標を達

成しました。また世界初の粒状エマルジョン爆薬（ラ

ンデックス）を開発してきた開発部門は、その現場で

の使用方法や応用に取り組み、安全で安価な発破方法

を開発でき、本格的な販売が成功しつつある段階まで

きました。このような変革の努力の結果、販売は微減

となりましたが利益は大幅に増加しました。今後は、新

製品ランデックスによるシェアアップと、今まで培っ

てきた技術を使った新規応用製品の開発に注力してい

きます。

19

2006年5月、日本化薬は茨城県の鹿島工場内に、農薬を中心とす

るアグロ事業の新研究棟を建設し、研究開発部門と製造部門の一体化

を図りました。厳しさを増す農薬業界で収益向上を実現するため、今

後は、アグロ事業の軸足を、農薬原体の開発から、自社保有の原体を

徹底的に活用し、製剤の改良や開発にシフトしていきます。研究開発

部門と製造部門の連携強化は、製品の開発速度をあげるためにも重要

であり、また薬効試験を行うにも工場に近い方がメリットも多いと考

えられます。

日本化薬は、日本の合成染料業界で先陣を切って中国に進出、

1995年には山東省招遠市、1996年には江蘇省無錫市に合弁会社を

設立しました。山東省の「招遠先進化工有限公司」は、日本化薬の出

資比率75%で、製紙向けの用途を中心とした蛍光染料を生産してい

ます。また、江蘇省の「無錫先進化薬化工有限公司（WAC）」は、同

出資比率80%で、繊維用の分散染料と水溶性染料の製造販売を手が

けています。

WACは、年間1800トンの生産能力を持ちますが、生産設備がフ

ル稼働に近づいています。そのため、年間2,000トンの水溶性反応染

料の生産設備を導入し、2006年内に稼働させる計画です。今回増強

する反応染料は、主に木綿に使用されるもので、商品名は「カヤシオ

ン」。増強する反応染料の半分は中国国内で販売し、残りを日本や他

の国に販売していく予定です。

トピックス

火薬事業は大幅な利益増、今後は新製品による
シェアアップに注力

鹿島工場内に新研究棟を建設
製品の開発スピードアップにつなげる

中国のグループ会社「無錫先進化薬化工有限公司」で
繊維用合成染料の生産能力を増強

事業領域
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・リスク管理推進部の設置

この基本方針に基づき、当社の業務の適正を確保してい

くとともに、2006年6月1日付で新たに設置したリスク管

理推進部を推進役として内部統制システムの改善を図って

います。

取締役の成果責任を明確にし、公平性・透明性を高めるた

めに、年功報酬的色彩の濃い「役員退職慰労金制度」を廃止

し、「連結業績連動賞与制度」を採用しております。取締役

報酬制度は「月額報酬」と「連結業績連動賞与」で構成して

います。

内部監査について、役員、社員の業務遂行における不正・

錯誤の予防および業務改善に資するために、監査役会とは別

に社内組織として監査部を設置し、年度計画に基づきグルー

プ会社を含む業務監査を実施しています。

監査役監査について、各監査役は、監査役会が定めた監査

方針、監査計画および監査業務分担に基づき、取締役会への

出席、業務執行状況の監査等を通じ、独立した立場から取締

役の職務遂行の監視、監督を行っています。

社外監査役は、取締役会等重要会議に出席し、適宜意見を

述べるとともに、代表取締役と定期的に意見交換会を行い、

当社の経営方針等を把握、理解しています。また、常勤監査

役から社外監査役に対して、経営会議の内容、実地往査の結

果等について、概要説明を行っています。

会計監査人として新日本監査法人と契約を結び会計監査を

受けています。

1 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主・投資家へのタイムリーかつ公正な情報開示、

チェック機能強化による経営の透明性の確保が重要な課題で

あるとの認識のもと、取締役会の合議制による意思決定と監

査役制度によるコーポレート・ガバナンスが、経営機能を有

効に発揮できるシステムと判断しています。

上記の制度の下で、事業環境の変化に迅速に対応し、柔軟

な業務執行を行うために「執行役員制度」を導入し、経営の

「意思決定・監督機能」と「業務執行機能」の役割を明確に分離

し、それぞれの機能を強化して適切な意思決定と迅速な業務

執行を行っています。

・取締役会

経営の意思決定を迅速に行うために、取締役の定員を10

名以内とし、業務執行に関する重要事項について、法令・定

款の定めに則った取締役会規程に基づいて決定を行うととも

に、監督機能の一層の強化に努めています。

・経営会議

経営および業務執行に関する重要な事項について審議し、

または報告を受け、審議事項については、経営会議構成員

が審議を尽くした上で議長である社長が決定しています。

・執行役員会議

取締役会で選任された会社の業務執行を担当する執行役

員（25名以内）で構成し、社長が議長を務め、取締役会およ

び社長から委任された業務の執行状況その他必要な事項に

ついて報告しています。

・監査役会

監査役5名（うち3名は社外監査役）で構成され、監査役会規

程に基づき、独立した立場から取締役の職務遂行の監視、監

督を行っています。

上記以外に、職務権限規程を定め、会社の業務組織、業務

分掌、管理監督職位の権限と責任を明確にし、業務の組織的

かつ能率的運営を図るとともに、責任体制を確立しています。

2006年5月30日の取締役会で「業務の適正を確保するた

めの体制」の構築の基本方針を決議しました。

2 コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

3 内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

5 内部監査および監査役監査の状況

6 社外監査役との関係

7 会計監査の状況

4 役員報酬の内容

20

コーポレート・ガバナンス
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私たちは、「生命と健康を守り、豊かな暮らしを支える製品

と技術で人類に貢献し続ける会社」を目指し、努力を重ねて

います。これを実現し、企業の社会的責任を果たすために、

「レスポンシブル・ケア*」の考え方に基づき、積極的に「環境」

「安全」「衛生」面に配慮した経営に取り組んでいます。

日本化薬グループでは、レスポンシブル・ケアの活動をよ

り効率的に推進するとともに、活動の継続的なレベルアップ

を図るために、環境マネジメントシステムの国際規格

ISO14001の認証取得を進めてきました。現在、日本化薬

の全6工場およびグループ会社の（株）ポラテクノ、インデット

セイフティシステムズ社、化薬化工（無錫）有限公司、無錫宝

来光学科技有限公司（WPLC）が認証を取得しています。

日本化薬では、「化学物質の排出量削減」「廃棄物の削減」「地

球温暖化防止」に向けた目標を定めたマスタープランに沿っ

て活動に取り組んでいます。

●化学物質の排出量削減汚染防止

「2006年5月期には、ジクロロメタンの環境への排出量を

1996年5月期比で85%削減の10トン以下とする」という目

標を達成しました。これは2005年5月期、鹿島工場に導入

した排ガス処理装置が効果を上げたためです。今後は、福山

工場でも排ガス処理装置の適正運転を図っていきます。

また、2005年4月にはVOC（揮発性有機化合物質）の排出

量削減目標を、新たに設定しました。2006年5月期のVOC

排出量は、2005年5月期より69トン減の70トンとなりま

した。

●廃棄物削減

循環型社会の形成に向けて、日本化薬では「2011年5月

期には1997年5月期比で、廃棄物発生量の増加をゼロに、

埋立て廃棄物量を60%削減する」という目標を設定していま

す。これに対して、2006年5月期の廃棄物発生量は40%削

減、埋立て廃棄量は71%削減と目標を達成していますが、今

後もさらなる削減に取り組んでいきます。

●温暖化防止

「2011年5月期には、エネルギー起源の二酸化炭素排出

量を1991年5月期比で8.6%削減する（2005年4月改正）」

という目標に対して、2006年5月期は都市ガスボイラーの

導入などにより11.2%の削減を達成しています。今後の生

産量の増加を考慮し、2011年5月期の目標達成に向けて、

今後もコージェネレーション機器の導入などを図ります。

日本化薬（単体）の2006年5月期の環境会計は、環境保全

コストが22億1,357万円、環境保全効果が8,161万円とな

っています。

日本化薬グループでは、製品の研究・開発から生産・販売、

廃棄に至るまでのライフサイクル全体にわたり、環境・健康・

安全に影響を与える影響を評価し、十分な配慮を行っていま

す。さらに、人や家畜に害を与えない生物農薬、シックハウス

防止型の樹脂として広く利用されている光硬化型樹脂材料、

環境対応型エポキシ樹脂など、環境に優しい製品の開発にも

注力しています。

全国の事業場では、それぞれの地域社会と公害防止、水質

汚濁防止、緑の協定、災害等相互応援などの協定を結び、こ

れを遵守した事業活動を行っています。

100,000,000

10,000,000

1,000,000

100,000

10,000

1,000

100

10

1

水11,356,000トン 

資源投入量 
（対数目盛） 

※原油換算量 環境負荷量 

原材料62,168トン 
ト
ン
　
年 電力19,295トン 

燃料13,546トン 

二酸化炭素 80,084トン 

COD 247トン 
埋立て 2,238トン 

有害化学物質 106トン 
SOx 145トン 

NOx 51.6トン 

ばい塵 15.2トン 

事  

業  

活 

動 

※ 

環境・安全・持続可能性に対する取り組み

環境安全経営

環境マネジメントシステム

*レスポンシブル・ケア（Responsible Care）：化学物質を製造または扱う企業が
化学物質の開発、生産、販売、消費から廃棄に至るまでの過程において自ら積
極的に「環境」「安全」「衛生」面に配慮した対策を行う活動です。1985年にカ
ナダで誕生した後、世界に拡がり現在では40数カ国で実施されています。

環境マスタープランの目標と進捗状況

環境会計

環境に優しい製品の開発

社会とのかかわり

鹿島工場は「安全な職場環境の
確保について特に優秀であるも
の」として厚生労働大臣の奨励
賞を受賞しました。

資源投入量と環境負荷量（単体）
2005年6月～2006年5月まで
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監査役（常勤）

大島　祐

監査役（常勤）

浅川　幸久

監査役

斎藤　昭一

監査役

太田　洋

監査役

22

（2006年10月1日現在）

代表取締役専務執行役員
（経営戦略本部長兼研究開発本部長）

北澤　英俊

取締役常務執行役員
（医薬事業本部長）

萬代　晃

取締役常務執行役員
（セイフティシステムズ事業担当）

池田　義之

取締役
（（株）ポラテクノ代表取締役社長）

高瀬　光市

代表取締役社長
社長執行役員

島田　紘一郎

取締役および監査役　

取締役常務執行役員
（グループ管理本部長）

千葉　皓一

取締役常務執行役員
（化学品事業本部長）

福島　良昭

取締役常務執行役員
（機能化学品事業本部長）

下宮　敬三

代表取締役
専務執行役員
北澤英俊

取締役
常務執行役員
萬代晃

取締役
常務執行役員
池田義之

取締役
（株）ポラテクノ
代表取締役社長
高瀬光市

代表取締役
社長
島田紘一郎

取締役
常務執行役員
千葉皓一

取締役
常務執行役員
福島良昭

取締役
常務執行役員　　
下宮敬三
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